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温  暖  化 

 

11月 30日パリで150ヵ国の首脳が集結、COP21

が開幕しました。 

 

 

先進国と途上国のそれぞれを代表とする米中が手

を組めば、「全員参加」の合意が視野に入ってきます。 

 

（2015.12.1 日経朝刊より） 

 

首脳級会合で目立ったのは、途上国による先進国

の責任論です。新興国は「先進国に責任」、島しょ国

は「厳しい対策を」と温暖化対策にすれ違いが見ら

れます。 

 

（2015.12.2 日経朝刊より） 

 

世界の平均気温の上昇を 2℃未満に抑える目標を

達成するためには今後、排出できる CO2 は限られ

ます。英中央銀行にあたるイングランド銀行（BOE）

などによれば、いま埋蔵が確認されている化石燃料

のうち、燃やせるのは約 3 割に限られるとされてい

ます。 

 

（2015.12.3 朝日朝刊より） 

 

エネルギー問題は何を議論すべきか？  

 

 

 

3.11 以降私たちはどのようなエネルギーを使うべきか、 

また将来に向け、今どのような電源構成が必要か 
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CO2 排出量が世界全体の 1%に満たない途上国に

とって経済成長への「足かせ」とみられがちな環境

対策が、再生可能エネルギーを増やす投資の「呼び

水」になっています。 

 

（2015.12.4 朝日朝刊より） 

 

 

（2015.12.12 日経朝刊より） 

 

 

 

（2015.12.13 日経朝刊より） 

 

（2015.12.15 朝日朝刊より） 

 

 

（2015.12.16 朝日朝刊より） 

 

COP21 は21世紀までの気温上昇を、工業化雨に

比べ1.5℃以内に抑える努力目標を掲げたパリ協定

を採択しました。国際的な共通認識となっている
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2℃以内よりもさらに厳しいです。CO2 などの温暖

化ガスの排出量をどれだけ、いつまでに減らせばよ

いのか、現実の方法はあるのか、課題の多くは今後

に持ち越されました。 

 

（2015.12.19 朝日朝刊より） 

 

2015年世界の平均気温が平年を0.4℃上回り、

1891年の統計開始以降、過去最高になるとの見通し

を発表しました。地球温暖化が進んでいることや、

「エルニーニョ現象」の強さが要因としています。 

 

（2015.12.22 日経朝刊より） 

 

電    力 

 

東京電力福島第一原発の事故後、太陽光や風力発

電といった再生可能エネルギーの発電所が各地にで

きま h したが、家庭への電気小売りが自由化される

と、消費者は再エネの電気をエアラベル用になるか

どうかは不透明です。 

 

（2015.12.2 朝日朝刊より） 

 

経済産業省は電力自由化への営業ルールとして電

気料金根拠となるデータの開示などを義務づける案

をまとめましたが、再生可能エネルギーなどの割合

を示す電源構成の「開示義務」は見送られました。 

 

（2015.12.5 朝日朝刊より） 

 

大阪ガスは NTT ドコモと電力の小売り事業で提

携します。電気料金は現在の関西電力より 5%ほど

安くする方針ですが、さらに割安になる可能性もあ

ります。 
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（2015.12.8 日経朝刊より） 

 

経済産業省の電力取引監視等委員会は電力大手が

所有する送配電網の使用料を決めましが、借り手と

なる新規事業者（新電力）からは「依然として高い」

との声が上がっています。 

 

（2015.12.12 日経朝刊より） 

 

環境相の私的懇談会は、温暖化防止を防ぐために

は、省エネを進め、すべての火力発電所に CCS 設

備をつけるという案をまとめました。 

 

（2015.12.18 朝日朝刊より） 

 

東燃ゼネラル石油は首都圏で東京電力より最大

6%下回る割安な家庭向け料金を設定します。 

（2015.12.22 日経朝刊より） 

 

政府は 2016 年にも全ての電力会社に温暖化対策

を義務づけます。電力各社に毎年の温暖化ガスの排

出実績を報告させるなどして、国際公約した削減目

標の達成を目指します。 

 

（2015.12.23 日経朝刊より） 

 

三菱商事はローソンと組み、、関東でコンビニエン

スストアを活用した電力の小売り業に乗り出します。

大手小売りも加わることで、顧客争奪戦が激化しそ

うです。 

 

（2015.12.25 日経朝刊より） 

 

関西電力は来春に電気料金を値下げする方針を示

しました。高浜原発の再稼働のめどが立ち、火力発

電の燃料費が抑えられること、電力小売り自由化を

にらみ価格競争を高めるためです。 
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（2015.12.26 朝日朝刊より） 

 

大阪ガスは 2016 年 4 月 1 日から家庭向けに売る

電気の料金を発表しました。都市ガスとのセット割

引と 2 年契約割引を組み合わせると、関西電力の料

金より最大 5％安くなります。 

 

（2015.12.26 朝日朝刊より） 

 

COP21で採択された協定を字句通りに読めば「さ

よなら化石燃料」です。パリ協定は30年以降の長期

を見通す方向性を示しましたが、日本には30年まで

のエネルギー戦略しかありません。 

 

（2015.12.28 日経朝刊より） 

 

再 エ ネ 

 

経済産業省は導入4年目を迎えたFITをば本的に

見直す報告書案をまとめました。 

 

（215.12.16 朝日朝刊より） 
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欧州電力大手が再生可能エネルギー事業を相次ぎ

事業再編に乗り出します。欧州では再生エネの発電

コストが低下しており、域外の需要も増えると見て

事業拡大を急いでいます。 

 

（2015.12.19 日経朝刊より） 

 

世界の風力発電施設の発電能力は今年、4 億 kW

を超え、原発を初めて上回ることが分かりました。

風が吹く時にだけ発電する風力は稼働率が 30%程

度で、80%近い原発に比べ実際の発電量は約 1/3 程

度と見られます。 

 

（2015.12.30 朝日朝刊より） 

 

原    発 

 

原子力規制委員会は、運転開始から40年を迎えた

関西電力高浜原発1,2号機の新規制基準に基づく審

査で、電気ケーブルの防火対策をおおむね了承しま

した。 

 

 

（2015.12.10 朝日朝刊より） 

 

政府と東京電力は福島第一原子力発電所の廃炉に

向けて原子炉中枢の調査に乗り出します。 

 

（2015.12.16 日経朝刊より） 

 

核燃料サイクルが撤回となると、電力各社が会計

上に資産として計上してきた使用済み核燃料の価値

がゼロとなり、財務状況が一気に悪化します。電力

各社は使用済み核燃料を自社で引き取ることが求め

られ、原発にある燃料プールが満杯になれば、もう

原子力は動かせなくなります。 
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（2015.12.18 日経朝刊より） 

 

福井県の西川一誠知事は高浜原発3,4号機の再稼

働への同意を表明しました。 

 

（2015.12.22 朝日朝刊より） 

 

福井地裁は高浜原発3,4号機の運転差し止めを命

じた仮処分を取り消しました。3号機が2016年 1月

下旬にも再稼働するめどが立ったのを踏まえ、関電

は出力の大きい大飯原発3,4号機の再稼働に向けた

準備へ軸足を移します。 

 

（2015.12.26 日経朝刊より）） 

東京電力福島第一原発で、新たな汚染水対策とし

て護岸近くの井戸でくみ上げ始めた地下水が、想像

以上に多く放射性物質を含み、海へ流せないため、

11月以降、高濃度汚染水の発生量が大幅に増えてい

ます。 

 

（2015.12.26 朝日朝刊より） 

 

そ  の  他 

 

JX ホールディングス東燃ゼネラル石油が経営統

合で大筋合意しました。 

 

（2015.12.2 日経朝刊より） 

 

米シェール企業による高水準の原油生産が続き、

原油価格の下押し圧力が強まっています。米原油生

産は日量900万バレル台と歴史的な高水準が続きま

す。 
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（2015.12.11 日経朝刊より） 

 

CO2 など温暖化ガスを大量に排出する石炭火力

発電所への逆風が強まっています。 

 

（2015.12.12 日経朝刊より） 

 

政府は温暖化ガス排出量の多い石炭火力への規制

の大枠を固めました。性能の高い設備の新設は容認

する方針で、省エネ法とエネルギー供給構造高度化

法を活用して石炭火力を規制します。30年時点の火

力発電の比率を56%以内とし、石炭火力はさらに火

力全体の5割以下に抑えることを電力会社に義務づ

ける方針です。 

（2015.12.17 日経朝刊より） 

 

大阪ガスは茨城県で進めていた石炭火力発電所の

新設計画から撤退する方針を固めました。 

（2015.12.20 日経朝刊より） 

 

米国で40年ぶりに原油輸出を解禁する法案が成

立したことで、米石油業界では増産の機運が高まり

そうです。 

 

（2015.12.20 日経朝刊より） 

 

温暖化ガスをたくさん出す石炭火力発電に世界中

から厳しい視線が注がれています。欧米を中心に全

廃したり削減したりする動きが盛んです。投資家た

ちも将来の損失を招く恐れがあるとそっぽを向くよ

うになってきました。2020年以降の温暖化対策を求

めたパリ協定の採択で、石炭包囲網が狭まる公算が

大きいです。 

 

（2015.12.25 日経朝刊より） 

 

 

（2015.12.26 朝日朝刊より） 


